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は じ め に

　近年，無形資産を定量的に認識・評価（可視
化）し，その役割を正確に理解しようとする研
究が進んでいる。無形資産の重要性について
は，経済協力開発機構（OECD）や2013年の主
要8カ国首脳会議（G8サミット）などの会議
で何度も指摘された。その上，無形資産の定義
や認識についての国際ルール作りに取り組むこ
とにも進んでいる。
　しかし，こうした大きな変化に事業の言語た
る会計はどこまで対応できるのだろうか。特に
近年，会計情報の有用性が無視し得ないほど低
下しているという認識をしている方も少なくな
いだろう。つまり，現行の会計情報が適切に企
業価値を反映する機能が低下しているかもしれ
ない。現行の会計情報が日進月歩の産業界の変
化に対応できるのか。さらに，国際的に事業展
開する大企業は，特許ブランド権，高度なコン
ピュータープログラム，宣伝や経営の手法な
ど，形はないが利益を生み出すもととなる「無
形資産」を多く持っている。
　このような無形資産の価値が，会計上では，
認識されておらず，企業の価値と会計の簿価と
は差があるのではないかとの問題が指摘されて
いる。このような背景のもとで，投資家などの
利害関係者に，より有益な情報を提供するため
にどうすべきかが問われている。
　そこで，本論文では，無形資産の認識に関わ
る問題を考察し，現代会計の問題の一端を明ら
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かにしようとするものである。まず，日本につ
いて，国際財務報告基準とのコンバージェン
スという観点で，企業会計基準委員会が，平
成18年2月に無形資産ワーキンググループを設
置し，無形資産に関する会計基準の検討を行っ
てきたことにつき，比較分析を行う。それによ
る と，IFRS（International Financial Reporting 

Standards，国際財務報告基準，以下 IFRSとい
う）とのコンバージェンスを図る観点から，無
形資産に関する会計基準を整備するため，自己
創設の開発費，無形資産の認識基準などの点が
重要な論点になっている。
　また，戦後日本の会計基準全般についていう
と「証券取引法」，「公認会計士法」等々の制定
により，アメリカの制度を模範にして作り替え
られることになった。さらに，アメリカにおい
ては，無形資産の研究は長い歴史がある。その
ため，日本の会計基準に大きい影響を与えたア
メリカの会計基準と IFRSを中心として取り上
げ，各基準を分析しながら，無形資産におい
て，今後の進む方向性，問題点等を研究する方
針としている。
　さらに，イギリス，ドイツ，中国における無
形資産の動向の検討を加えて論考する方針とす
る。そこで，日本の会計基準を見直すべきか，
または新たな無形資産に関する包括的な会計基
準を開発すべきかについて，各基準の取り扱い
を参考し，考察することとする。

第Ⅰ章　無形資産の概要

第1節　資産の定義
　まず，会計上で，「無形資産」を「資産」と
して貸借対照表に記載することが認められるに
あたっては，資産の定義に充てる必要がある。
そのために，無形資産について研究を進めるに
あたり，資産という概念を確認しなければなら
ない。

第1項　日本における資産の定義
　日本において，資産の定義については，財務

会計の概念フレームワークによれば「資産とは，
過去の取引または事象の結果として，報告主体
が支配している経済的資源をいう。」1）と定義さ
れている。かつ，財務会計の概念フレームワー
クの第3章注記（2）は経済的資源という概念
について，「経済的資源とは，キャッシュの獲
得に貢献する便益の源泉をいい，実物財に限ら
ず，金融資産及びそれらとの同等物を含む。経
済資源は市場での処分可能性を有する場合もあ
れば，そうでない場合もある。」と述べている。
つまり，正味キャッシュ獲得能力を重視すると
いえるだろう。

第2項　米国における資産の定義
　また，米国財務会計基準審議会（Financial 

Accounting Standards Board，以下FASBとい
う）では，財務会計概念書（CON）第6号「財
務諸表の要素―財務会計概念書第3号の改正」
において，次のように示されている。「資産と
は，過去の取引または事象の結果として，あ
る特定の実体により取得または支配されてい
る，発生の可能性の高い将来の経済的便益であ
る」。2）と定義されている。ここで，資産とは，
「将来の便益が得られると期待できるもの」と
位置づけている。
　FASBは資産の特徴として，次のように示さ
れている。「資産は3つの本質的な特徴を有し
ている。すなわち，（a）資産は，単独でまたは
他の資産と結びついて直接的または間接的に将
来に正味キャッシュ・インフローに貢献する能
力を有する，発生の可能性の高い将来の便益で
あること，（b）特定の実体がその経済的便益を
獲得することができ，その便益に他の実体が接
近するのを排除することができること，（c）そ
の便益に対する実体の権利または支配を付与す
る取引その他の事象がすでに発生していること
である。（中略）すなわち，資産は無償で取得
されうるかも知れないし，資産は無形であるか
も知れない。」3）つまり，将来の経済的便益を資
産の特徴と位置づけ，有形の資産であっても，
無形の資産であってもどちらも資産であるとい
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うことを前提として，「資産は将来の経済的便
益である」と定義しているものと考えられる。

第3項　IFRSにおける資産の定義
　さらに，国際会計基準審議会（以下 IASBと
いう）概念フレームワーク「財務諸表の構成要
素」における「財政状態」では，「資産とは，
過去の事象の結果として特定の企業が支配し，
かつ，将来の経済的便益が当該企業に流入す
ると期待される資源をいう。」4）と定義されてい
る。5）将来の経済的便益は，つまり最終的に企
業に対して正味キャッシュ・インフローを生じ
させる能力であると考えられる。その上，将来
の経済的便益について，IASBは「物的形態は，
資産の存在にとって絶対的なものではない。し
たがって，例えば，特許権及び版権 6）は，それ
から将来の経済的便益が企業に流入することが
予想され，かつ，それらが企業によって支配さ
れる場合には，資産となる。」7）と述べている。
したがって，IASB概念フレームワークにおけ
る資産の定義において重要なことは，目に見え
る物的形態を有していることではなく，目には
見えない潜在能力，つまり将来の経済的便益と
いう抽象的に存在しているものということであ
ろう。
　日本の概念フレームワークに限らず，資産の
定義には，①過去の取引または事象の結果，②
報告主体が支配している経済的資源，③発生の
可能性の高い将来の経済的便益といった要件が
組み込まれることが多い。
　無形資産は，特に上記の②，③の要件に抵触
する可能性が高い。無形資産は同時，多重利用

可能であり，不確実性が高いために，無形資産
が資産として認識することが困難になる可能性
がありうるだろう。
　以上，日本，FASB，IASB概念フレームワー
クが規定している資産の定義について考察し
た。各基準における資産の定義の差は，その後
に論述する無形資産の認識が更なる違いを生じ
させることとなるものと考えられる。本論文は
無形資産の制度会計上で認識することについて
分析し，諸外国と日本の会計基準を比較する方
針である。

第2節　無形資産の定義および特性
　日本の会計基準では，企業会計原則において
「営業権，特許権，地上権，商標権等は，無形
固定資産に属するものとする」とされているが，
個別の会計基準ではソフトウェアや企業結合に
より受け入れた無形資産に関する取扱いが定め
られているにとどまり，無形資産全般の定義や
認識要件は明示されていない。
　しかし，企業会計基準委員会（以下ASBJと
いう）では平成18年以来，IFRSとのコンバー
ジェンスを念頭に，無形資産に関する会計基準
の検討を行い，平成25年6月28日に，「無形資
産に関する検討経過の取りまとめ」を公表した。
この取りまとめによると，国際的な会計基準に
おける規定も参考にし，仮に包括的な無形資産
の会計基準を設ける場合には，表1の内容をもっ
て明確化する方向性で検討を行っていた。8）

　一方，国際会計基準では，IAS第38号におい
て，無形資産は，「物理的実体のない識別可能
な非貨幣性資産」と定義されている。定義に加

表 1　無形資産の定義・認識要件について

出典：企業会計基準委員会「無形資産に関する検討経過の取りまとめ」2013 年 6 月 28 日，5頁．
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えて，無形資産が貸借対照表に計上されるため
には，当然ながら，資産としての認識要件を満
たさなければならない。ある項目を無形資産と
して認識するには，企業が，a．無形資産の定
義（IAS第38号の第8項から第17項参照）およ
びb．認識基準（IAS第38号の第21項から第23
項参照）の両方の項目を満たすことを立証する
必要がある。9）

　また，無形資産として認識するためには，次
の4つの要件を満たす必要がある。まず，a．
無形資産の定義を満たすには，①識別可能性，
②支配，③将来の経済的便益が立証できる必要
がある。また，無形資産のb．認識基準として
は，③将来の経済的便益および，④測定可能性
の要件を満たす必要がある。詳しくは，次の第
2節で検討する方針である。
　米国会計基準では，米国財務会計基準書（以
下FASという）FAS第142号「のれん及びその
他の無形資産」10）において，無形資産は「物理
的実質を欠く資産（金融資産を除く。）」と定義
されている。
　資産の概念は，無形資産を定義する出発点と
なり，国際会計基準，米国会計基準および，日
本会計基準の資産定義の中で使われている表現
が若干の違いはあるが，いずれの定義にも，前
述した①過去の取引または事象の結果，②報告
主体が支配している経済的資源，③発生の可能
性の高い将来の経済的便益といった3つの要件
が組み込まれている。
　次に，固定資産を，有形資産と無形資産を区
分する規準については，基本的に各会計基準と
も，物理的実体の有無を挙げている。このよう
な規準で切り分けるのは，物理的な実体の有無
に起因する資産の特性の違いによる，会計処理
等を考える上で，両者を分けて検討する方が都
合がよいからである。物理的な実体がない無形
資産の特性のうち，会計処理等を考える上で特
段の考慮を要する可能性があるものとして，例
えば，次のようなものが考えられる。
　（1） 物理的な寿命により，当該資産の経済的

効果の及ぶ期間の上限を画することがで

きないため，費用配分期間の合理性の確
保がより困難である。

　（2） 当該資産の利用に，物理的な実体による
制約がなく，同時に複数の当事者による
利用や，複数の用途での利用が容易であ
るなど，より多様な利用形態が想定され
ることから，経済的な効果の及ぶ期間の
見積りがより困難である。

　（3） 特に自己創設による場合には，資産を構
成する原価の範囲を特定することがより
困難である。

　また，国際会計基準，米国会計基準において
は，明示的に無形資産の定義から金融資産を排
除している。無形資産として想定されているの
は，いわゆる事業資産であり，その使用又は消
費によって得られる収益と対応して費用化され
ることが想定されている。しかし，金融資産
は，所有持分を表象するものや，価値の交換手
段として用いられる契約上の権利等で，異なる
性格であるため，無形資産の定義から明示的に
排除した方が適切であると考えられる。11）

第Ⅱ章　無形資産の認識

第1節　制度上の無形資産
第1項　日本における無形資産会計制度
　日本の会計制度において，無形資産となりう
る項目については，「企業会計原則」や「財務
諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則
（財務諸表等規則）」，「会社計算規則」，「企業会
計基準適用指針10号」がある。以下で，これ
らの基準等において列挙される項目について，
その特徴および範囲を考察していきたい。
　まず，無形資産とは，国際会計基準上の用語
で，資産の要件を満たすが実体の無い非金銭的
資産を指す。しかし，日本の会計制度上の用語
としては「無形固定資産」と呼ばれ，借地権や
営業権，電話加入権，特許権，商標権などが含
まれる。「企業会計原則」第三 4（一）Bにおい
て「営業権，特許権，地上権，商標権等は，無
形固定資産に属するものとする」とされている
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が，無形資産についての一般的な定義は明示的
には示されていない。法律上の権利（特許権，
地上権，商標権等）と営業権（のれん）が無形
固定資産に含まれることは示されている。これ
らはほとんど，第三者との取引を通じ，対価を
支払って取得した無形資産である。すなわち，
自己創設の無形資産を認識することは基本的に
認められないとされてきた。したがって，第三
者との取引が認識の条件であるため，取得する
ための取引が具体的に実施されたことを明示で
きない無形資産の認識は認めない。12）

　また，財務諸表等規則および会社計算規則に
おいて掲げられている具体的な項目は，「特許
権，実用新案権，意匠権，商標権，借地権，鉱
業権，漁業権，入漁権，リース資産，ソフト
ウェア，のれん，その他の無形資産で流動資産
又は投資たる資産に属しないもの」である。13）

以上示した項目は従来から無形資産会計にも，
大きな問題が内包されていた。有形的な実体を
持っているので，保持や利用されていることが
実地調査により確認できる有形資産と異なり，
無形資産には実在することを実地調査では確認
できないものが含まれる。特に営業権（のれ
ん）については，特許権，商標権のような法的
な権利として裏付けなく，契約書等の証憑もな
い。したがって，のれんが長期間にわたって継
続して存在していることを確認することは現実
には難しい。しかし，のれんも長期間にわたっ
て資産として貸借対照表に記載することを認め
られてきた。その論拠としては，将来における
超過収益力の存在であった。加えて，特許権，
商標権など法的な権利に関しても，それらを資
産として記載することが認められるにあたっ
て，将来における超過収益力の存在が1つの論
拠として否定できない。すなわち，無形資産の
会計処理においては，将来における超過収益力
の存在という資産の要素が重要な役割を果たし
てい る。
　しかし，日本では，のれんを無形資産として
取り扱っている。のれんと無形資産は，同じく
物理的実体を伴わない資産である点で共通する

が，IAS第38号において，無形資産は，「物理
的実体のない識別可能な非貨幣性資産」と定義
されている。即ち，IFRSにおいては，無形資
産としての定義を満たすために，その資産が識
別可能でなければならない。のれんは無形資産
と異なり，個々に識別，分離して認識できな
い。そのため，IFRSでは，のれんは無形資産
ではなく，企業結合により取得した資産から期
待される将来の経済的便益を表す資産だけで
あ る。
　IFRSとのコンバージェンスするために，前
述したように，日本企業会計基準委員会「無形
資産に関する検討経過の取りまとめ」では，無
形資産の定義は，次の2点を中心に検討してい
た。（表1を参考）
　1． 無形資産とは，識別可能な資産のうち物

理的実体を欠くものであって，金融資産
以外のものをいう。

　2． 法律上の権利又は分離して譲渡可能なも
のは，識別可能である。

第2項　IFRSにおける無形資産会計制度
　グローバルなディスクロージャー制度の整備
を目的とした国際会計基準の設定作業の中でも
無形資産に対する会計処理が大きな論点とし
て取り上げられてきた。無形資産に対する具
体的な基準として，IAS第38号「無形資産」と
IFRS第3号「企業結合」が挙げられる。
　IAS 第38号「無形資産」は，無形資産につ
いて定義しており，無形資産に対する包括的な
会計基準であるとともに，研究開発費に対する
会計処理に対する指示が含まれている点で，後
述の米国会計基準FAS第2号「研究開発費の会
計」に対応する会計基準でもある。
　また，無形資産が，資産として計上するため
に備えている必要がある要素として，IAS 第38
号では，前述した①識別可能性，②支配，③将
来の経済的便益及び，④測定可能性の4つの要
件を挙げている。まず，無形資産の定義を満た
すには，次の3つの要件が必要となる。
　① Identifiability（識別可能性）
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　まず，無形資産は，「識別可能」である必要
がある。無形資産は，次のいずれかに該当す
る場合に，IAS 第38号が識別可能と定義して
い る。
　a．分離可能であること。すなわち，企業か
ら分離又は分割でき，独立に又は関連する契約
や識別可能な資産又は負債と一体として，売
却，譲渡，ライセンス，賃貸又は交換できるこ
と。ただし，企業の意図は問わない。
　b．それらの権利が譲渡可能又は企業や他の
権利又は義務から分離可能であるか否かにかか
わらず，契約その他の法的な権利に起因するも
のであること。14）

②Control（支配）
　IAS 第38号では，「支配」は，対象となる資
源から生ずる将来の経済的便益を獲得する力を
有し，かつそれらの便益を他者が利用すること
を制限できる状態を意味するとされている。
　無形資産から生じる将来の経済的便益を企業
が支配できる能力は，通常，法廷において行使
可能な法的権利に起因する。そのため，法的権
利がない場合は，支配の立証はより困難となる
が，企業が他の何らかの方法で将来の経済的便
益を支配できる場合もあるため，法的強制力は
支配のための必要条件ではない。15）

③Future economic benefits（将来の経済的便益）
　IAS 第38号では，「将来の経済的便益」には，
製品又はサービスの売上収益，費用節減，ある
いは企業による資産の使用によってもたらされ
る将来の利益が含まれるとされている。16）

　また，無形資産を，資産計上するために，前
述した①～③の定義だけではなく，それに加え
て，無形資産の認識基準の2つ要件（③，④）
を満たさなければならない。
③将来の経済的便益
　当該資産に起因する期待将来の経済的便益
（future economic benefits）が企業に流入する
可能性が高い。
④測定可能性
　当該資産の取得原価が信頼性をもって測定で
きる（measured reliably）。17）

　また，2009年12月に日本では，「無形資産に
関する論点の整理」で示された無形資産の定義，
認識要件に対するコメント等を踏まえ，国際的
な会計基準における規定も参考にし，仮に包括
的な無形資産の会計基準を設ける場合には，前
述した表1のように検討を行っていた。
　さらに，無形資産を認識するために，国際財
務報告基準や米国会計基準で要求されている
要件には，いずれも合理性がある。そのため，
ASBJでは，無形資産の会計基準を検討する上，
国際的な会計基準と同様に，無形資産の認識要
件として，以下の2項目を定めることと検討し
ていた。
　1． 将来の経済的便益をもたらす蓋然性が高

いこと（経済的便益をもたらす蓋然性）
　2． 取得原価について信頼性をもって測定で

きること（取得原価の測定可能性）

第3項　米国における無形資産会計制度
　米国会計基準では，FAS第2号「研究開発費
の会計」，FAS141号「企業結合」，FAS第142
号「のれん及びその他の無形資産」において，
無形資産の会計を取り扱っている。
　まず，FASBによって設定されたFAS141

号「企業結合」（現在ではFASB-ASC Topic805 

Business Combinations）では，無形資産の認識
について，次のように指示している。
　「無形資産は，契約上あるいは他の法的な権
利により発生する場合，のれんと分離し，資産
として認識しなければならない。無形資産が契
約上もしくは他の法的な権利から発生していな
い場合，当該無形資産を獲得したエンティティ
から分離，分割することができ，売却，移転，
ライセンス，賃貸，あるいは交換ができる場合
に限り，のれんから切り離して認識しなければ
ならない。しかしながら，この基準書の目的に
照らして，個別に売却，移転，ライセンス，賃
貸，あるいは交換ができない無形資産について
も，当該無形資産が関連した契約，資産，ある
いは負債と組み合わせて販売，移転，ライセン
ス，賃貸，あるいは交換できる場合，分離可能
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であるとみなす。この基準書の目的に鑑みて，
従業員の集合体はのれんから切り離した無形資
産として認識しないものとする。」18）

　以上から，FAS141号では，被取得企業の取
得コストが当該企業の純資産を超過する額のう
ち，以下の3つの要件のいずれかを満たす場合
は無形資産として認識し，それ以外はのれんと
して，計上することを要求している。
　1． 契約上あるいはほかの法的権利により発

生する場合
　2． 当該無形資産を獲得したエンティティか

ら分離，分割することができ，売却，移
転，ライセンス，賃貸，あるいは交換が
できる場合

　3． 当該無形資産が関連した契約，資産，あ
るいは負債と組み合わせて販売，移転，
ライセンス，賃貸，あるいは交換できる
場合

　また，米国会計基準においては，無形資産
についても財務会計概念書（以下CONという）
第5号「企業の財務諸表の認識及び測定」が示
す4つの基本的な資産の認識要件を，適用しな
ければならない（FASB-ASC Topic350）。そこ
でいう資産の認識要件は，次のとおりである。
　（1）資産の定義を満たすこと（定義の充足性）
　（2） 十分な信頼可能性をもって測定できる属

性を有すること（測定可能性）
　（3） それに関する情報が利用者の意思決定を

変える能力を有すること（意思決定関
連 性）

　（4） 表現が忠実で，検証でき，かつ中立であ
ること（信頼性）

　FAS141号において，無形資産とのれんを区
別するための識別可能性の要件および例示が示
された。

第2節　自己創設無形資産の認識
第1項　 IFRSにおける自己創設無形資産の

認識
　IFRSは無形資産の認識要件として，前述の
ように識別可能性，支配，将来の経済的便益及

び，測定可能性を挙げている。特に，IAS第38
号の特徴として，無形資産認識の要件の1つで
ある将来の経済的便益の流入が特に重視されて
いる点を指摘することができる。この特徴は，
自己創設無形資産に対する会計基準に顕著に表
れている。19）将来の経済的便益の流入について
は，前述したように IAS第38号の無形資産の
定義と認識要件のどちらも満たさなければなら
ない必要条件として挙げている。
　IAS第38号では，自己創設無形資産が無形資
産の認識基準を満たしているかどうかを評価す
るために，まず資産の創設を，研究段階と開発
段階の二つに分類する。20）そして，研究または
内部プロジェクトの研究段階では，実体は起こ
りうる将来の経済的便益を創設する無形資産が
存在することが立証できないという見解を取っ
ているために，「研究または内部プロジェクト
の研究段階に関する支出」（研究支出）につい
ては，発生したときに直ちに費用として認識さ
れ，21）一方，「開発または内部プロジェクトの
開発段階に関する支出」（開発支出）について
は，実体が追加的認識基準（6要件）のすべて
の項目を立証できる場合にのみ，「創設の原価」
で認識され，無形資産として資産計上されなけ
ればならないことになっている。
　なお，ここにいう追加認識基準とは，以下の
6要件である。（開発費の資産化要件）
　（a） 無形資産を完成させることが技術上，可

能であること
　（b） 無形資産を完成させ，それを使用又は売

却するという企業の意図
　（c）無形資産を使用又は売却する能力
　（d） 無形資産が蓋然性の高い将来の経済的

便益を創設する方法（とりわけ次のい
ずれか）

　　①無形資産による産出物の市場の存在
　　②無形資産それ自体の市場の存在
　　③ 無形資産を内部で使用する予定である場

合には，無形資産が企業の事業に役立つ
こと

　（e） 無形資産を完成させ，使用又は売却する
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ために必要な資源を利用できること
　（f） 開発期間中の無形資産に起因する支出を

信頼性を持って測定できる能力 22）

　これらの厳しい6要件を満たされるかどうか
が，自己創設無形資産として計上の重要な識別
基準となっている。現実的には，これらの条件
のすべてが満たされるケースは限定されている
と考えられる。ただし，FAS 第2号のように開
発段階の支出を無条件で費用計上させるのでは
なく，将来の経済便益の獲得可能性に関する予
測を厳密に実施させた上で，条件を満たす場合
には，無形資産の認識を可能とするのではな
く，無形資産を「認識しなければならない」と
している点に注意しなければならない。
　ただし，IAS第38号においても認識される無
形資産が無制限に拡大することには制約が設け
られている。特に自己創設のれんを無形資産と
して認識することは明確に否定されており，23）

ブランドや顧客名簿についても無形資産として
認識してはならない 24）とされている。したがっ
て，IAS第38号に準拠した会計基準の整備が進
められても，必ずしも従来からの企業会計の実
務が大きく変更されているわけではない。IAS

第38号が示しているのは，経営者の判断に依
拠するのではなく，客観的に判断可能な条件の
下でポテンシャル情報を提供するために，無形
資産会計を整備していると考えられる。

第2項　日本における自己創設無形資産の認識
　日本基準でも，IFRSとのコンバージェンス
の流れの中で，平成20年改正後企業結合会計
基準などでは，無形資産の認識は強制となって
いる。しかしながら，日本基準では，包括的な
無形資産の会計基準が未整備であることを配慮
し，認識要件が実務での判断余地を残す形と
なっており，実質的に IFRSよりも範囲が狭く
なっているだろう。
　日本基準では，研究開発費は，すべて発生時
に費用として処理しなければならないとされて
いる。企業会計審議会「研究開発費等に係る会
計基準の設定に関する意見書」三2によれば，

その理由としては，①収益獲得の確実性の欠
如，②識別が困難，③比較可能性の困難という
点が挙げられている。
　① 研究開発費は，発生時には将来の収益を獲
得できるか否か不明であり，また，研究開
発計画が進行し，将来の収益の獲得期待が
高まったとしても，依然としてその獲得が
確実であるとはいえない。

　② 実務上客観的に判断可能な要件を規定する
ことは困難である。

　③ 抽象的な要件のもとで資産計上を求めるこ
ととした場合，企業間の比較可能性が損な
われるおそれがある。

　しかし，原価計算のために必要な管理を行う
ことができるなど，開発のプロジェクトとして
取り組んでいるものであれば，通常当該開発の
ための支出は識別可能なものとして考えられ
る。また，原価計算のために必要な管理がなさ
れている限り，研究や開発の成果（途中段階の
ものを含む）について，信頼性をもってその取
得原価を測定することは可能であろう。25）

　また，その他の自己創設無形資産に関連する
定めとして，研究開発費等に係る会計基準の四
は，ソフトウェア制作費は，取得形態（自社制
作，外部購入）別ではなく，制作目的別に設定
され，一定の要件を満たすソフトウェアは資産
計上が求められている（表2）。
　さらに，日本基準では，原則として経済的耐
用年数により，償却期間が定められるが，実務
上では，法人税法上の耐用年数表に掲げられる
区分や各企業の実務慣行に従い決定されてい
る場合が多いと考えられる。一方，IFRSでは，
まず取得した無形資産の耐用年数が確定できる
かまたは確定できないかを査定し，もしその耐
用年数が確定できない無形資産は非償却とされ
る。ただし，簿価を回収可能価額と直接比較す
る減損テストを毎年実施することで，バランス
をとっている。日本基準は，このような厳格な
減損テストが制度化されていないので，非償却
無形資産を認めることは現状では難しいという
意見もある。
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第3項　米国における自己創設無形資産の認識
　アメリカは，原則として，自己創設無形資産
を認識することなく，特許権やブランドなどの
無形資産の創設に要した支出額であるR&D投
資額や広告宣伝費（advertising cost）を発生時
に費用処理するよう義務付けている。
　その理由は，当該投資額が将来の経済的便益
となりうるかどうかの蓋然性にある。特に，研
究開発費額の場合は成功率が低い，投資額が将
来の経済的便益につながるかどうかの不確実性
が高いため，資産計上を認めず，一括費用処理
を求められている。また，それに対して，効果
の及ぶ期間が短い広告宣伝費も，発生時に一括
費用として計上される。
　しかし，これらの規定にはいくつの例外があ
る。AICPA（アメリカ公認会計士協会）におい
ては，自己創設無形資産に関連する支出額のう
ち，たとえば，ダイレクト・レスポンス広告費

（direct response advertising），映画制作費，自
社利用のソフトウェア制作費などは，例外的に
資産として認識しなければならないとされて
い る。
　ダイレクト・レスポンス広告費とは，テレビ
ショッピングやインターネット販売のように，
消費者からの直接販売反応をねらった広告をい
う。それに要する支出額はブランド価値の創造
に繋がるとみなすことができるが，直接的な売
上高と対応させるべく，その支出額を資産とし
て認識することが求められる。なお，ダイレク
ト・レスポンス広告の経済的便益には直接的な
ものと間接的なものがあるとされるため，当該
広告宣伝費が資産として認識される判断基準
（便益となりうる蓋然性）は，直接的な売上高
があるかどうかで判断しなければならないとい
う。また，資産として認識されたダイレクト・
レスポンス広告費はその経済的便益が期待され

表 2　ソフトウェア制作費の会計処理

出典：桜井久勝「財務会計講義（第 15 版）」2014，中央経済社，203 頁．
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る期間にわたって償却される。26）

　映画制作費（film costs）とは，映画という
著作物を制作するために要したすべてのコスト
であり，原作の映画化権取得の費用，脚本家，
キャスト，スタッフの人件費，セットや音響設
備の制作費，利息費用などが含まれる。映画の
著作権は映画制作会社などの映画制作者に帰属
することから，映画製作費はまさに著作権とい
う無形資産の創設に要した支出額と考えられる
が，これを資産として独立した項目のもとで貸
借対照表に計上しなければならないという。
　自社利用のソフトウェアについては，ソフト
ウェアへの投資額が増大したことを受け，明
確な会計処理が必要とされるため，ASC 350-40

では，次の2つの要件に該当する場合，自社利
用を目的とした自己創設ソフトウェアの原価を
資産計上すべきであるとしている。
　（1） 準備段階（Preliminary Project Stage）27）

が完了していること。
　（2） ソフトウェア制作に関わる権限を有する

経営者又は担当役員等により，ソフト
ウェア制作プロジェクトにかかる予算が
承認ないし約束され，さらに当該プロ
ジェクトが完遂され，そのソフトウェア
が当初から意図された機能を発揮すると
確実に見込まれること。

　なお，技術的実施可能性の確立という点につ
いては，ASC 985-20に規定されている販売を
目的としたソフトウェアについては有効である
が，自社利用を目的としたソフトウェアにはそ
ぐわないとして，資産計上の条件からは外され
ている。
　また，ASC 350-40では，以下のソフトウェ
アについては研究開発活動であるとし，研究開
発費として処理を行うとしている。
　（1） 研究開発活動における利用のために取得

され，将来の代替利用性が無いソフト
ウェア。

　（2） 特定のパイロットプロジェクトであるか，
または専ら特定の研究開発プロジェクト
で使用されるソフトウェア。

第3節　のれんと無形資産
　まず，のれんとは，資産，負債の時価を超え
る企業の価値分である。超過収益力ともいわれ
るが，その実態は物理的な資産に化体されない
さまざまなノウハウ，技術，熟練，顧客情報，
信用，イメージ，ブランドといった目に見えな
い経営資源，すなわち情報的経営資源の集合体
である。28）つまり，これら広義ののれんは無形
資産の集合体と言ってもあながち間違いではな
いであろう。しかし，前述したように，米国や
IFRSにおいては，のれんが無形資産としての
定義を満たしていない。つまり，のれんは無形
資産と異なり，個々に識別，分離して認識でき
ない。そのため，日本と異なって，のれんは無
形資産として計上されていない。
　また，企業が無形資産を取得する方法として
は，外部から承継的に取得する方法と，自ら無
形資産を創設し，原始的に取得する方法とが考
えられる。のれんの場合にも，企業結合により
生じたのれんと自己創設のれんに分けられる
が，ここでは，このようなのれんの取得形態別
に，検討を行っていく方針となる。
　FAS141号「企業結合」では，のれんに関す
る内容を次のように述べている。「被取得エン
ティティの取得コストが，取得資産ならびに負
債の純額を超過する額をのれんとして資産認識
しなければならない。Par.39で示された基準を
満たさない取得無形資産は，のれんとして認識
される金額に含まれるとする。」29）

　ここから明らかなように，FAS141号では企
業結合の取得コストのうち，識別される資産，
負債に配分されたあとの残余としてのれんを定
義し，それを取得時に資産として計上しなけれ
ばならないとなっている。そのため，識別可能
できる無形資産の範囲 30）によって，大きく影
響されることになる。
　日本における買入のれんの定義は，「のれん
とは，被取得企業又は取得した事業の取得価額
が，取得した資産及び引受けた負債に配分され
た純額を超過する額をいい，不足する額は負の
のれんという。」（企業結合に係る会計基準二
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8）と述べている。すなわち，超過収益力を積
極的に評価しているわけではない。企業会計原
則におけるのれんの取り扱いは，その本質につ
いては触れていない，あくまで，差額として処
理であるに過ぎないと考えている方も少なくな
いだろう。31）

　さらに，2004年に，IASBは，IFRS第3号「企
業結合」が公表された。IFRS第3号では，企業
結合で取得されたのれんの処理を示している。
まず，取得企業は，次のaがbを超過する額と
して測定した，取得日時点ののれんを認識しな
ければならない。
　a．次の総計
　1． 本基準に従って測定した，移転された対

価。これは通常，取得日公正価値が要求
される。（第37項参照）

　2． 本基準に従って測定した，被取得企業の
すべての非支配持分の金額

　3． 段階的に達成される企業結合の場合には，
取得企業が以前に保有していた被取得企
業の資本持分の取得日公正価値

　b．本基準に従って測定した，取得した識別
可能な資産および引き受けた負債の取得日にお
ける正味の金額 32）

　IFRSでは，企業結合に伴うのれんの認識方
法については，全部のれん方式と部分のれん方
式（買入のれんとも呼ばれる）の選択が可能と
なっている。
　この場合，取得企業は，非支配持分を以下の
2つの方法のうちいずれかで評価・測定する。
　a．支配持分の公正価値（全部のれん方式）
　b． 被取得企業の識別可能純資産の公正価値

に対する非支配持分割合 33）（買入のれん
方式）

　日本基準においては，買入のれん方式しか認
めないが，IFRSでは，企業結合ごとに全部の
れん方式と買入のれん方式の選択が可能とな
る。したがって，全部のれん方式を選択した場
合には，日本基準と IFRSと差異が生じる。
　自己創設のれんの定義については，ASBJの
「討議資料　財務会計の概念フレームワーク」

では，営業上の固有のメリット等を考慮し，報
告主体が主観的に期待した将来キャッシュフ
ローの割引現在価値（利用価値）と流通市場で
成立している価格（市場価格）の差額とされて
いる。34）

　この自己創設のれんは，現行の企業会計制度
においては，財務報告の対象に含まれるべきで
はないとされている。その理由として，自己創
設のれんの計上は，経営者による企業価値の自
己評価，自己申告を意味するため，財務報告の
目的に反するからである。35）国際会計基準や米
国財務会計においても，自己創設のれんの計上
は原則として認められていない。（IAS第38号，
para. 48; FAS141, para. 3j, A19）
　しかし，自己創設のれんが財務報告の対象か
ら本当に除かれているかどうかは，検討の余地
があるだろう。会計利益の測定において，その
構造上，自己創設のれんの未実現分の一部が毎
期の利益に含まれる仕組みになっているからで
ある。確かに，資産取得と同時に自己創設のれ
んの全額が利益に計上されるわけではないが，
その後の年度利益において，自己創設のれんの
実現分だけの額が計上される構造になっている
わけでもない。各年度の会計利益には，自己創
設のれんの未実現分が含まれることもあれば，
逆に実現分の一部が除かれることもありえる。36）

　また，最近では，自己創設のれんの計上を規
定するような会計基準も見られるようになって
きている。そうした会計基準には，たとえば買
入のれんの非償却，減損処理や，全部のれんの
認識，コア預金無形資産の認識，仕掛研究開発
費の処理，保険債務に係る便益の無形資産の認
識などが挙げられる。37）

　これらの最近の基準と自己創設のれんを財務
報告の対象から排除する従来の考え方との整合
性について検討するためには，その従来の見解
の趣旨を明らかにすることが必要であろう。自
己創設のれん，すなわち自らの企業努力で獲得
した超過収益力は認識しないことで各国のスタ
ンダードは一致していた。FAS第142号，IFRS

第3号が提案した買入のれんの非償却アプロー
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チは，のれんは減耗性資産ではなく，のれんの
価値が半永久的に持続するという考え方に基づ
いている。それは，企業結合後の追加的な投資
（たとえば広告宣伝や顧客サービスに対する支
出）によってのれんの価値が維持され，のれん
を償却しないのは，追加投資による自己創設の
れんを計上することと実質的に等しいという考
えた方もあるからだろう。また，買入のれんが
自己創設のれんに置き換えられることを認める
一方，そうした自己創設のれんを認識せず，恣
意的なのれんの規則償却しても，有用な情報を
提供することにはならないことを伊藤邦雄先生
が指摘している。38）

第Ⅲ章　その他の各基準における
無形資産に関する会計基準

第1節　イギリスにおける無形資産の会計
第1項　イギリスにおける無形資産会計制度
　イギリスでは，1997年12月に会計基準審議
会（ASB：Accounting Standards Board）から
財務報告基準（Financial Reporting Standards：
以下FRSという）第10号「のれんと無形資産」
（FRS第10号）が公表された。FRS第10号は，
のれんと無形資産の会計処理と開示に関する包
括的な会計基準である。それ以前は，のれんの
会計基準として，1984年12月に会計基準委員
会（ASC）から公表された会計実務基準書（以
下SSAP）第22号「のれんの会計」（SSAP22号）
があった。
　イギリスにおいて，「のれん（goodwill）とは，
組織全体としてみた企業の価値と，その企業が
保有する処分可能純資産の公正価値合計額との
差額（SSAP22, par. 26）」をいい，「買入のれん
（purchased goodwill）とは，他企業の買収を取
得として処理したために生じるのれんをいう。
（SSAP22, par. 28）」と定義している。
　また，SSAP22号では，買入のれんについて，
次のいずれかの方法により会計処理を行うこと
を求めていた。
　1．取得時にのれんに相当する金額を準備金

と相殺する方法（即時償却）
　2．のれんに相当する金額を資産に計上し，
経済的耐用年数にわたって損益計算書を通じて
徐々に償却する方法。
　ただし，1の即時償却法が原則的な方法であ
り，イギリスの会計実務でも一般的に使われて
いた方法であったのに対して，2の資産に計上
して償却する方法は，一定の条件のもとで容認
された代替的方法であった。さらに，イギリス
報告実務の調査「財務報告1995―1996」によ
ると，その財務諸表が買入のれんの証拠を示
している企業のうち，わずか5％の企業が買入
のれんを資産計上し，貸借対照表で無形資産と
して繰越しているにすぎなかったと報告されて
い る。
　しかし，SSAP22の規定上の不備，欠陥から，
1988年以後，ブランドなどの無形資産をのれ
んから分離して貸借対照表に資産計上するとと
もに，資産計上したブランドなどの無形資産は
規則的な償却をしないという会計実務が一般に
行われるようになった。
　さらに，自己創設ブランドを資産計上した
RHM社 39）の財務報告に対して，会計監査人が
「真実かつ公正な概観」を表示するものとして
賛意を表した。そのきっかけに，一連のいわゆ
る「ブランド論争」が始まった。会計基準審議
会（ASB）は，この問題に対し，1997年12月に，
ようやく，「のれんと無形資産」に関する正式
な会計基準FRS第10号を公表した。
　FRS第10号は無形資産を，「物的実体がな
く，識別可能（identifiable）であり，かつ管理
（custody）または法的権利（legal rights）を通
じてエンティティ（実体）により統制される
非金融固定資産」40）と定義している。また，そ
の「要約」（summary）のなかで，買入のれん
を，その他の資産のような資産でもなければ，
価値の即時損失でもなく，むしろ，それは，買
収企業自体の財務諸表における資産として示さ
れる投資の原価と連結財務諸表における買収さ
れた資産と負債に帰属する価値との間の「橋渡
し役」（bridge）となるとし，さらに買入のれ



̶  105  ̶無形資産の認識に関する一考察

んは，本来資産ではないけれども，株主持分か
らの控除ではなく，報告エンティティ（報告実
体）の資産のなかにそれを含めるのは，買入の
れんを企業経営者が依然として説明する責任を
負っている「より大きな資産，つまり投資の一
部」（part of a larger asset, the investment）と
認めているからであるとしている。41）

　また，FRS 第10号の無形資産の定義が，も
ちろん，FRS 第5 号のもとでの資産の一般的な
認識基準に基づいて規定されている基準を満た
さなければならない。第5号において，資産と
は，（適切な場合には，将来の便益の流入が生
じるであろう証拠を含む）当該項目の存在につ
いての十分な証拠があり，かつ当該項目を十分
な信頼性をもって貨幣金額で測定できる場合
に，当該項目を資産として貸借対照表で認識し
なければならないことになっている。ここでも
また，「将来の経済的便益性」と「測定上の信
頼性」という二つの認識基準を満足した場合に，
一般に資産を認識することになる。
　この資産の一般的な定義を，さらに無形資
産に特定した場合，「期待将来便益」を利用で
きる権利（access to expected benefit）および，
当該エンティティは，その「期待将来便益」に
対する十分な「統制力」を持たなければならな
いのである。
　たとえば，「熟練したスタッフ」（skill staff）
を貸借対照表に資産計上できるかどうかという
問題を取り上げてみることにする。有能な熟練
したスタッフは，会社に将来において重要な便
益を生み出すと期待できるかもしれない。しか
し，通常，そのスタッフは，ペナルティなしに
自由に会社を辞めることができるので，資産計
上を保証するに十分な「統制力」が存在しない
と考えられる。
　一方で，それと対照的に，FRS第10号の基
準化により，プロサッカー選手の「移籍料」
（transfer fee）を新たに貸借対照表に資産計上
したサッカー・クラブのノッティンガム・フォ
レ ス ト 社（Nottingham Forest Football Club）
のような事例もある。同社は，以前に，この移

籍料を発生時に費用計上していたのであるが，
FRS第10号の基準化に伴い，資産計上に変更
したものである。42）

　無形資産の場合はこの「統制力」は，たとえ
ば，エンティティが一定期間，便益を利用でき
る「フランチャイズやライセンス供与」，なら
びに他人の利用を制限する特許権や商標権のよ
うに，普通「法的権利」によって保証されてい
る。または，開発活動から生じる「技術的知識
や知力」が密かに維持される場合のように，「管
理」を通じて得られるかもしれない。

第2項　 イギリスにおける自己創設無形資産
の認識

　周知のとおり，FRS第10号において，積極
買入のれんは資産計上し，貸借対照表で資産と
して区分するが，自己創設のれんは資産計上し
てはならないと規定されている。自己創設のれ
んは，購入取引を通じて十分に確立されていな
いため，当初認識のために十分な信頼性を持っ
て測定できないと考えているからである。
　その一方，FRS第10号では，自己創設の無
形資産について，容易に確認可能な市場価値
がある場合に限り，資産計上を認めている。
例えば，フランチャイズおよび割当枠のよう
に「容易に確かめられる市場価値」（readily 

ascertainable market value）が存在する場合に
は，当該市場価値で資産計上できることになっ
ている。しかし，自己創設ブランド，出版タイ
トルなどの「容易に確かめられる市場価値」が
存在しない場合には，基本的には発生したとき
に直ちに費用として認識されることになってい
る（ただし，SSAP13により開発費―繰延費用
―として資産計上される場合を除く）。
　なお，ここにいう「容易に確かめられる市場
価値」の要件とは，①当該資産はすべての重要
な点で同等である資産の同質の母集団に属し，
かつ，②頻繁な取引によって立証される活発な
市場が資産の当該母集団のために存在するとい
う 43）2つの要件を指している。つまり，自己創
設無形資産として資産計上するためには，少な
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くとも，「同等資産の母集団に属する」，および
「活発な市場の存在」の2つの要件を満たす必
要があり，これらの厳しい2つの要件を満足す
るか否かが，無形資産として計上できる，もし
くは，即時費用計上の重要識別判断基準となっ
ているのである。44）（表3を参考）
　イギリスの研究開発費会計の会計基準
は，1977年に設定され，1989年に改訂された
SSAP13によって定められている。SSAP13によ
れば，純粋および応用研究を即時全額費用化と
しなければならないと述べた上で，開発費は，
原則として，支出した年度に即時費用計上され
なければならない。しかし，次に資産計上の5
要件をすべて満たしている場合には，例外的に
将来の期間に開発費を繰り延べることができる
と規定している。
　（a） 明確に定められたプロジェクトが存在す

ること。
　（b）当該開発費を個別に識別できること。
　（c） 当該プロジェクトの成否を，次の面から

かなり正確に評価できること。
　　①技術的実施可能性。
　　②予想される市場状態（競争製品を含む），
世論，消費者および環境に関する規制といった
要因に照らして検討したうえでの最終的な商業
化の可能性。
　（d） 当該繰延開発費，完成までに要すると

見込まれる追加開発費，関連する製造
原価および販売費･一般管理費を含めた
コストを，将来得られる販売収益また
はその他の収益によって回収しうるこ
とが確実に予想できること。

　（e） 当該プロジェクトを完成させ，結果とし
て運転資金の増加を賄うことのできる十
分な資金を保有していること。あるい
は，その調達が可能であると確実に予測
できること。

　また，研究開発費の会計方針の開示，繰延開
発費の変動額と期首･期末時点の残高の開示お
よび繰延開発費の貸借対照表開示を求めている。

第2節　ドイツにおける無形資産の会計
第1項　ドイツにおける無形資産会計制度
　ドイツでは，商法典（HGB）の一連の現
代化によって，既に連結先行が実施されてい
る。すなわち，2005年より上場企業の連結決
算に IFRSが強制適用されている。さらに，ド
イツ連邦法務省では，2007年に「貸借対照表
法現代化法に対する参事官草案」（Gesetz zur 

Modernisierung des Bilanzrechts） を 公 表 し，
2010年1月1日に始まる事業年度から適用され
ている。
　まず，商法自体には資産の定義はない。し
かし，政府草案商法第246条1項2文は，「資産
は，それが所有者に対して経済的にもまた帰属
するときにだけ貸借対照表に計上されるに過ぎ
ない」と述べている。ところが，文言が不正確
であるという批判が生じたため，最終的に改正
商法は次のように規定することになった。
　「資産は所有者の貸借対照表に計上されなけ
ればならない。資産が所有者のものではなく，
別の者に経済的に帰属するときには，これは，
後者の貸借対照表に計上されなければならな
い。」45）

表 3　FRS10 における自己創設無形資産の当初認識

出典：白石和孝「自己創設無形資産の資産計上をめぐる課題」企業会計，2013.6，22 ページ．
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　さらに，参事官草案の第246条1項4文によ
れば，派生の営業権またはのれん（GoF）は，
期間的に限定された利用可能な財産対象物とみ
なされ，貸借対照表に計上した上で，事業活動
の各利用期間にわたって計画的に，場合によっ
て計画外で償却しなければならない。償却の
際，個々に見積られた耐用期間が，立法者が妥
当と認める5年の期間を超える場合，そのこと
を附属説明書でそれぞれ理由を付して示さなけ
ればならない。46）これに対して，旧規定では有
償取得によるのれんの資産化に対して選択権が
あった。資産化したときは翌期に少なくともそ
の4分の1の規則償却が要求された。
　なお，旧HGB第248条2項により，無償取得
もしくは自己創設の固定資産たる無形資産には
貸借対照表計上が明示的に禁止された。しか
し，表現上，貸借対照表作成以前に無償取得さ
れた固定資産たる無形資産にのみ限定されてい
る。つまり，流動資産たる無形資産ならびに有
償取得の固定資産たる無形資産が，貸借対照表
に借方計上される必要があると考えられる。47）

　新HGB第248条2項では，無償取得の固定資
産たる無形資産の貸借対照表に計上禁止するこ
とについての規定は廃止された。自己創設の無
形資産は，開発段階で発生した製作原価をもっ
て，借方項目として計上することができる。し
かし，研究費については借方計上禁止である。
その理由としては，将来，その研究からもたら
される成果の見込みが極めて不確実であり，具
体的なプロジェクトに組み込めないからである。

第2項　 ドイツにおける自己創設無形資産の
認識

　旧HGBは，自己創設無形資産（開発費）に
対して，債権者保護の見地からその計上を禁止
していた。しかし，IFRSとの関係で情報機能
の強化の一環として，その資産化，つまり事実
上自社開発による無形資産の計上義務化を提案
した。ところが，この案についてかなり厳しい
批判があった。特に，無形資産という分類のも
とで，将来予測をベースとした項目が計上され

ることになり，その項目はいずれにせよ決算時
点で，まだ資産ではないなどの批判もあった。
この批判を受けて連邦議会の法委員会は無形資
産の計上義務化に代えて計上選択権に変更する
ことで妥協し，決着した。48）

　その結果，自社開発による無形資産の資産化
が可能となる。ここで開発費は，HGB第255条
2a項2文に従い「財または手法の新規開発ある
いは重要な変更を通じた財または手法の再開発
に対する研究結果またはそれ以外の知識の適
用」と定義される。この資産化はその資産とし
ての性質が明確となる時点で，はじめて容認さ
れる。さらに，解釈が必要な「財」という概念
については，材料，製品，特許権，非保護のノ
ウハウならびサービスを含め，他方で，広く解
釈を要する「手法」の概念のもとで典型的な生
産および製作手法ならびに開発されたシステム
を組み入れた。
　それに対して，（第255条2a項3文による）
研究とは，「新規の技術的利用可能性もしくは
経済的成果予想もしくはその技術的利用可能性
もしくは経済的成果予想について基本的に証明
できない一般的種類の経験に向けての独立した
計画的な試み」である。したがって，研究活動
は，典型的に経験指向的であり，ならびに結果
のその後の利用に対して何ら関連を持たない。
また，研究活動について次に事例を挙げている。
　・新しい知見の創出を目指した活動
　・ 材料，設備，製品，手法，システムもしくは

サービスに対する代替案に向けての試み 49）

　また，研究および開発費が信頼できる形で相
互に区別できないときには，資産化が禁止され
る。同様に自己創設の商標，印刷タイトル，版
権，顧客リストこれに準ずるものは資産計上が
禁止される。なお，明確，かつ直接的に識別で
きない自己創設無形資産の資産化は禁止される
（改正商法理由書，85頁）。さらに，自己創設
無形資産を資産化したときには，配当規制の対
象となる。
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第3節　中国における無形資産の会計
　1993年以前の中国では，「税務会計」に基づ
く「財務会計」が存在していたと言われるが，
事実上，企業会計処理規則は全部税収政策に従
属していたのは現実である。つまり，「税務」
と「会計」は一本化していた。その理由として
は，当時の中国において，ほとんどの企業が国
有企業であり，企業財務諸表を主に税務局にし
か提出する必要がなかったからである。国に任
命された経営者，管理者たちを評価する唯一重
要な基準は納税額であるので，「税務重視」と
も言われていた。国有企業が国の機関である税
務局に財務諸表を提出することを対内的行為と
して認識すれば，当時未発達であった株式市
場，私営企業の状況を考えると，財務諸表が投
資者等の外部に提出するものとして認識される
必要性は低いことも事実であろう。
　1993年から，中国は市場経済への転換を加
速させ，その中で，会計改革も実施された。
「企業基本会計準則」，「企業財務通則」，「行業
会計制度」及び「行業財務管理制度」等一連の
会計法律・法規が発布された。会計が税務か
ら独立するという方針が明確になったものの，
「行業財務管理制度」という行政法規によって，
税務は依然として会計に多大な影響力を発揮し
ていた。
　2001年，会計改革は第2段階に深化してい
た。企業会計制度と税収制度の分離は強化さ
れ，「会計法」，「会計準則」等の会計法律・法
規によって企業財務諸表を作成することが明確
になった。しかし，中国の会計改革は今でもま
だ模索段階で，企業会計に対する研究，検証な
どがまだ不十分だと言えるだろう。50）

　近年，中国の企業会計を取り巻く環境は大き
く変化している。2006年までは旧企業会計準
則が主に適用されていたが，2006年に新たな
企業会計準則が制定され，2007年から旧会計
制度からこの企業会計準則への移行が進められ
ている。
　2007年に公布された中国の企業会計準則は，
基本準則と38の具体準則から構成されている。

2007年度から上場企業および特定業種・企業
を中心に新会計基準の適用が義務付けられ，適
用対象企業が徐々に拡大されている。なお，
2008年度は，非上場に対して適用は強制され
ておらず，任意適用の位置づけとなっている。
それから，段階的に拡大しており，現在では，
上場会社，大型国有企業，金融機関に加え，非
上場の会社でも，深圳市，上海市，広州市等の
特定の地域に所在する大中型規模以上の会社が
対象になっている。その他の企業に対しては適
用が推奨されるにとどまったため，新旧企業会
計準則が並存することとなった。なお，「新企
業会計準則」を選択すると，それ以降「旧企業
会計準則」を適用することができない。
　以下では，中国における新企業会計準則と旧
企業会計準則を比較しながら，考察する。

第1項　中国における無形資産会計制度
　まず，旧企業会計準則において，無形資産と
は，「生産，役務の提供（他者へのリースを含
む），管理目的のために保有する，実物形態を
持たない非貨幣性の長期資産である」と定義さ
れている。
　また，無形資産は識別可能無形資産と識別不
能な無形資産とに区分することができる。識別
可能無形資産としては，特許権，非特許技術
（ノウハウ，ライセンス，使用権），商標権，著
作権，土地使用権等が該当することになる。一
般的な製造業であれば，ソフトウェアや土地使
用権が代表的な項目である。
　識別不能な無形資産は，営業権（のれん）を
いう。旧企業会計準則においては，企業結合に
よって生じたのれんは無形資産基準書の対象外
となっている。当然のことながら，自己創設の
れんの認識は認められていない。51）

　なお，中国の（新）「企業会計準則・具体準
則第6号」第2章，第3条において，無形資産
とは，「企業が保有または支配する実物形態の
ない識別可能な非貨幣性資産である。」と定義
されている。また，以下のいずれかの条件に該
当する場合に，無形資産の定義における識別可
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能性の標準を満たすとされている。
　1． 当企業から分離又は区分することができ，

かつ単独又は関連する契約，資産又は負
債と共に，売却，移転，使用許諾，賃貸
又は交換に用いることができること。

　2． 契約性の権利又はその他の法的権利に由
来すること。なお，それらの権利が企業
又はその他の権利及び義務から移転又は
分離可能か否かは問われていない。52）

　さらに，新，旧会計基準においては，無形資
産の認識規準として，①無形資産が生み出す経
済的利益が企業に流入する可能性が高いこと，
および②無形資産の原価が信頼をもって測定可
能であることの二つの要件をどちらも満たすこ
とが必要となっている。
　「企業会計準則・具体準則第6号」第2章，第
5条において，無形資産が生み出す経済的利益
が企業に流入する可能性が高いか否かを判断す
る際に，無形資産の見積耐用年数内に存在する
であろう各種経済的要素を合理的に見積らなけ
ればならず，かつそれを明確な証拠を備えてい
なければならないとしている。53）

第2項　中国における自己創設無形資産の認識
　「企業会計準則・具体準則第6号」第2章，第
11条では，「企業が自ら創設したのれんおよび
内部から生じたブランド，刊行物の名称などに
ついては，無形資産として認識してはならな
い。」と規定している。
　また，旧企業会計基準において，開発段階の
研究開発費の資産計上を認めていなかったが，
新企業会計基準では，資産認識の要件を満たし
た場合は開発段階の開発費を無形資産に計上す
ることを認めることになった。旧企業会計基準
を適用する限りは，現在の日本基準と同じ理論
構成であるため，研究段階または開発段階にか
かわらず，研究開発費は費用処理されることに
なっている。
　旧企業会計基準では，自ら開発し，法に従っ
て申請取得した無形資産は，法に従って取得し
た際に発生した登録費用，法律費用等の費用に

基づいて，その取得価額を確定し，資産として
計上する。しかし，法に従って取得する以前に
発生した研究および開発費用は，発生時に当期
費用として認識しなければならないと規定され
ている。
　なお，新企業会計基準の「企業会計準則・具
体準則第6号」第2章，第7条においては，研
究開発項目は研究段階と開発段階に区分されて
いる。研究とは新たな科学または技術知識を得
て，理解するために，実施する独創性のある研
究調査をいうと定義されている。また，開発と
は，商業的生産の実施または使用前において，
研究成果またはその他の知識をある計画または
設計に応用することによって，材料，装置，製
品等を新しく産出または実施的に改良すること
をいう。研究段階に比べて，研究段階の業務を
既に完成している必要があり，かなりの程度に
おいてある新製品または新技術の基本要件を形
成していなければならない。54）

　自己創設の研究開発項目において，研究段階
の支出は，発生時に費用として計上しなければ
ならない。一方，開発段階の支出は，同時に以
下の条件を満たす場合に，無形資産として認識
されることになる。
　① 当該無形資産の完成が，その使用または販
売を可能にさせる技術上の実行可能性を有
すること。

　② 当該無形資産を完成させて，使用または販
売する意図を有する必要がある。

　③ 当該無形資産を利用して生産した製品が市
場に存在する又は無形資産自体が市場に存
在することによって証明できること。

　④ 十分な技術，財務資源およびその他の資源
の支持を有し，当該無形資産の開発の完成
によって，当該無形資産の使用または販売
する能力を有すること。

　⑤ 当該無形資産の開発段階に帰属する支出
が，信頼をもって測定できる必要がある。
企業は研究開発の支出に対して単独で計算
を実施しなければならない。55）
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　なお，上記に挙げた五つの条件は，国際会計
基準で規定されている無形資産として認識する
開発段階の研究開発支出と同一のものとなって
いる。新企業会計基準を適用した場合は，国際
基準を適用した場合の処理結果と同一の結果に
なるものと考えられる。
　以上のように，研究開発費について，旧企業
会計基準，日本会計基準は，原則として費用処
理するが，新企業会計基準，IFRSでは一定の
要件を満たす開発費については資産計上が認め
られている。また，新企業会計基準，旧企業会
計基準，日本会計基準，IFRSともに取得原価
で評価する。なお，IFRSでは，再評価モデル
の選択適用も認めている。

終章　結論と課題

　今の時代では，経済のソフト化，あるいはブ
ランドや知的財産への社会的な関心が高まって
いる。無形資産の開示情報に求めている社会的
な関心に応じるために，外部購入された法的権
利と企業結合の結果としてののれんのみを無形
資産として認識し，取得原価で測定するという
会計処理が行われているだけでは足りない。無
形資産に対する社会的に求められているレベル
と制度としての企業会計における認識レベルと
合致させ，財務会計を通じて利害関係者に提供
される無形資産情報の信頼性を維持する上で，
制度会計において認められる無形資産の範囲を
拡大していくことが必要と考えられる。
　そこで，無形資産の認識拡大に対する新たな
会計基準が整備されるようになってきた。その
結果，制度会計における無形資産に対する会計
処理の内容にも変化が生じてきている。特に，
アメリカ会計基準や国際会計基準では，企業結
合に伴って認識，測定されるのれんに対する会
計基準の改変，整備が進められた結果として，
のれんとは区分して認識すべき無形資産の具体
化が図られた。その内容には，従来から認めら
れてきた法的権利に基づく無形資産以外に，市
場関連の無形資産や顧客関連の無形資産が含ま

れている。したがって，企業結合に伴って認
識，測定される場合に限定されているものの，
制度として認識することが認められる無形資産
の範囲は拡大されつつある。
　しかし，独立した第三者取引による取得した
無形資産は，投資支出の事実が存在していると
いう点に計上の根拠が置かれているとも考えら
れる。第三者との取引が無形資産の認識条件と
いう基準のため，取引が発生しない自己創設無
形資産の資産計上を認めないことについて，必
ずしも合理的とはいえない。取引の事実の有無
という観点からでは，自己創設無形資産の資産
計上が認められない一方で，取引による取得し
た無形資産の資産計上が認められるという非対
称的な取扱いについて，資産認識の理論的な一
貫性に欠ける部分が存在している。
　これらの問題については，日本の会計基準に
大きい影響を与えたアメリカの会計基準と国際
財務報告基準を取り上げ，数多く研究成果を蓄
積したアメリカと国際財務報告基準の対応を整
理することとした。それに加えて，イギリス，
ドイツ，中国における無形資産の動向を検討す
ることで，制度会計における無形資産を検討す
ることが世界的にも共通する課題になっている。
　しかし，各国における商習慣や財務会計の考
え方によって，無形資産に対する会計処理が異
なってくるが，各国の会計基準を統合しようと
する動きは，無形資産の会計基準にも顕著に見
られる。
　日本企業会計基準委員会でも，無形資産に関
して国際会計基準とのコンバージェンス観点か
ら検討すべき論点を整理し，米国会計基準にお
ける取扱いを慎重に確認しながら，方向性の検
討がなされてきた。しかし，日本においては，
無形資産全般に関する会計基準が存在していな
い。特に，近年の国際会計基準とのコンバー
ジェンスの観点から，資産・負債アプローチへ
の移行が進んでいる中，資産の評価が重要と変
わりつつある。それに加えて，前述した各国の
会計基準を統合する動きを参考し，日本におけ
る無形資産の会計基準も国際会計基準とのコン
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バージェンスの重要な一環として，無形資産全
体を対象とした体系的な会計基準が IFRSを基
準にして，整備される必要がある。
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 2） FASB （1985） par. 25，平松一夫・広瀬義州

訳『FASB 財務会計の諸概念』中央経済社，
2002， p. 297．

 3） FASB （1985） par. 26，平松一夫・広瀬義州
訳『FASB 財務会計の諸概念』中央経済社，
2002，p. 297-298．

 4） IASB （1989） par. 49，間島進吾・広瀬義州編
「コンメンタール国際会計基準」税務経理協
会，1999年，p. 77．

 5） IFRS原文ではAn asset is a resource controlled 

by the entity as a result of past events and from 

which future economic benefits are expected 
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 6） 版権とは，著作権法にいう出版権．著作物の
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 9） IAS第38号，18項．
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り，FASB Accounting Standards Codification
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びその他（Intangibles̶Goodwill and Other）
になった．

 11） 企業会計基準委員会「無形資産に関する論点
の整理」2009年，8，9ページ．

 12） 大塚成男「無形資産会計の制度的認識の視点
と課題」，伊藤邦雄編著（2006）前掲書，30

ペー ジ．
 13） 「財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関

する規則」第27条．また，「会社計算規則」
第74条3項3号．

 14） IAS第38号，para. 12.

 15） IAS 第38号，para. 13.

 16） IAS 第38号，para. 17.

 17） IAS 第38号，para. 21.

 18） 永田京子「第3章無形資産会計の国際的動向，
第1節アメリカ，第3項現在のアメリカにお
ける無形資産会計，①のれんの会計」伊藤邦
雄編著『無形資産の会計』中央経済社，2006年，
60頁．
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藤邦雄編著（2006），前掲書，113ページ．
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 21） IAS第38号，para. 54.

 22） IAS第38号，para. 57.

 23） IAS第38号，para. 36.

 24） IAS第38号，para. 51.

 25） 企業会計基準委員会「無形資産に関する論点
の整理」平成21年，20頁．

 26） 藤田晶子「無形資産会計のフレームワーク」
中央経済社，2012，67頁．
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（Preliminary Project Stage），開発段階（Appli-

cation Development Stage），操作段階（Post 

Implementation/Operation Stage）の三区分に
分ける．

 28） デロイトトーマツファイナンシャルアドバイ
ザリー編「M&A・再編会計」2014年，72頁．

 29） FAS141号，par. 43.

 30） 無形資産の認識範囲は本論文の第3項の米国
における無形資産会計制度を参照．

 31） 大塚成男「第3章無形資産会計の国際動向，
第5節日本，第1項日本における従来の会計
処理」，伊藤邦雄編著（2006），前掲書，122
ページ．
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 33） IFRS第3号，par 19.

 34） 企業会計基準委員会「討議資料　財務会計の
概念フレームワーク」2006，第4章の第21項．

 35） 企業会計基準委員会，「討議資料　財務会計
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 36） 勝尾裕子「原価配分の必然性と自己創設のれ
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ぐる課題」企業会計，2013.6，22ページ．
 45） 五十嵐邦正「ドイツ会計制度論」森山書店，

2012年，7頁．
 46） 佐藤博明「ドイツ会計の国際化」静岡大学経

済研究，2013，106頁．
 47） 佐藤博明編著「ドイツ現代会計化論」森山書

店，2014年，112頁，113頁．
 48） 五十嵐邦正「ドイツ会計制度論」森山書店，

2012年，8頁．
 49） 佐藤博明編著（2014年），前掲書，119頁，

120頁．
 50） 中小企業基盤整備機構「中国における会計

制度と実効のある経理関係社内規程」http://

www.smrj.go.jp/keiei/dbps_data/_material_/

common/chushou/b_keiei/keieikokusai/pdf/

chugoku_kaikei_seido.pdf，2005年，3ページ．
 51） トーマツ編「中国の投資・会計・税務Q&A」

中央経済社第2版，2004，270頁．
 52） 新日本有限責任監査法人，新日本アーンスト

アンドヤング税理士法人著「必携中国の会計・
税務詳解」税務経理協会，2009，44頁．

 53） 魏海涛［他］訳「中国企業会計準則：中日対訳」
中央経済社，2007，179頁．

 54） 新日本有限責任監査法人，新日本アーンスト
アンドヤング税理士法人著（2009），前掲書，
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